
証券コード：6292

定時株主総会
招 集 ご 通 知

第76期

開催
日時

開催
場所

決議
事項

  株主総会にご来場の株主様へのお土産のご
提供は、行っておりません。
  株主総会資料の電子提供制度が導入されま
したが、書面交付請求の有無に関わらず、
一律に書面でお送りしております。

2025年６月26日（木曜日）午前10時
（受付開始 午前９時）

大阪市北区梅田３丁目１番１号
ホテルグランヴィア大阪20階「鳳凰」

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取

締役を除く。）３名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名

選任の件
第４号議案 当社株式の大量取得行為に関

する対応策（買収への対応方
針）の継続の件

インターネットまたは書面による議決権行使期限
2025年６月25日（水曜日）午後５時30分まで
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証券コード 6292
2025 年 ６ 月 ５ 日

（電子提供措置の開始日 2025年６月３日）

株 主 各 位
大阪市西区阿波座１丁目15番15号

取締役社長 白 石 亙

第76期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は、格別のご高配を賜りありがたく御礼申しあげます。

さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブサ

イトに電子提供措置事項を掲載しております。

【当社ウェブサイト】
https://www.kawata.cc/ir/library/

また、当社ウェブサイトのほか、以下のウェブサイトにも掲載しております。

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

ウェブサイトにアクセスして、銘柄名（会社名）または証券コードを入
力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択し、「株主総会招
集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

なお、議決権行使につきましては、当日のご出席のほか、インターネットまたは書面により行
使することができます。お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、「議決権行使の方法に
ついてのご案内」及び「インターネットによる議決権行使のご案内」（３、４ページ）に従って、
2025年６月25日（水曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し
あげます。

敬 具
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記

1. 日 時 2025年６月26日（木曜日）午前10時
（受付開始は午前９時を予定しております。）

2. 場 所 大阪市北区梅田３丁目１番１号
ホテルグランヴィア大阪 20階「鳳凰」

（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第76期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告及び連結
計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報
告の件

2. 第76期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収への対応方針）の継続の

件
４. 招集にあたっての決定事項

３ページ【議決権行使の方法についてのご案内】をご参照ください。
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。
◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし

て取り扱わせていただきます。
◎電子提供措置事項のうち「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算

書」、「個別注記表」、「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書」、「会計監査人の監査報告
書」及び「監査等委員会の監査報告書」につきましては、法令及び当社定款第14条第2項の規
定に基づき、株主様に対して交付する書面には記載しておりません。従って、当該書面は、監
査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした対象書類の一部でありま
す。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。
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議決権行使の方法についてのご案内

議決権行使の方法は、以下の方法がございます。株主総会参考書類をご検討のうえ、ご行使い
ただきますようお願い申しあげます。

１．議決権の行使方法について

インターネットによる行使の場合
当社の指定する議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスいただき、
議案に対する賛否をご入力ください。

行使期限 2025年６月25日（水曜日）午後５時30分まで

書面による行使の場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、ご返送ください。

行使期限 2025年６月25日（水曜日）午後５時30分到着

株主総会にご出席の場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

開催日時 2025年６月26日（木曜日）午前10時
（受付開始 午前９時）

２．複数回にわたり行使された場合の議決権の取扱い
（１）インターネットと郵送により重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる

議決権行使を有効とさせていただきます。
（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容

を有効とさせていただきます。
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議決権行使書
〇〇〇〇株式会社 御中
株主総会日
〇年〇月〇日

議決権の数
〇〇〇〇個

〇〇〇〇株
〇〇〇〇個

1.
2.

3.

ログインＩＤ
仮パスワード

3.

議決権行使書副票（右側）

「ログイン用ＱＲ
コード」はこちら

入力後、｢ログイン｣をクリック
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インターネットによる議決権行使のご案内
インターネットにより議決権をご行使される場合は、2025年６月25日（水曜日）午後５時30
分までに、パソコン、スマートフォンから当社の指定する議決権行使サイトにアクセスいただ
き、画面の案内に従ってご行使いただきますようお願いいたします。なお、当日ご出席の場合
は、インターネットによる議決権行使または議決権行使書の郵送による議決権行使のお手続き
はいずれも不要です。

ＱＲコードを読み取る方法 ログインＩＤ・仮パスワードを入力する方法
スマートフォンでＱＲコードを読み取っていただく
ことで、ログインＩＤ・パスワードの入力が不要に
なります。

１. 同封の議決権行使書副票（右側）に記載された
「ログイン用ＱＲコード」を読み取ってください。

２. 以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）

１. パソコン、スマートフォンから、上記の議決権
行使サイトにアクセスしてください。

２. 同封の議決権行使書副票（右側）に記載された
「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご入力ください。

３. 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

インターネットによる議決権行使の場合の注意点
◎インターネットによる議決権行使は、毎日午前２時30分から午前４時30分までは取扱いを

休止します。
◎パソコン、スマートフォンによるインターネットのご利用環境やご加入のサービス、ご使用

の機種によっては、議決権行使サイトがご利用できない場合があります。詳細につきまして
は、下記ヘルプデスクにお問い合わせください。

◎パソコン、スマートフォンによる、議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインタ
ーネット接続料・通信料等は、株主様のご負担となります。

◎「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

システム等に関する
お問い合わせ

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部（ヘルプデスク）
0120-173-027 （通話料無料）受付時間 午前９時〜午後９時
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社は安定的な配当を維持しつつ、株主の皆様への配当（利益還元）を充実させること
を経営の重要政策のひとつとして位置付けるとともに、中長期的には安定した事業成長を
図り株主価値を持続的に向上させるため、業績の進展状況等を勘案し、新規事業開発や戦
略投資等に内部留保資金を投下していくことを基本方針としております。

第76期につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 金20円50銭
配当総額145,174,686円

（注）既にお支払いしております中間配当（１株につき20円50銭）を含めました当事業年度の
年間配当は、１株につき41円となります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月27日（金曜日）
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名全員が任期満

了となります。つきましては、取締役会において機動的な意思決定が行えるよう取締役を
１名減員し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名の選任をお願いするもので
あります。

なお、監査等委員会としては、各候補者の選任について、株主総会で陳述すべき特段の
事項はないとの結論に至りました。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位及び担当 取締役会

出席状況

１ 白
しら

石
いし

亙
わたる

再任 代表取締役 取締役社長
グループ経営担当（管理）

13回/13回
（100.0％）

２ 白
しら

井
い

英
ひで

徳
のり

再任
取締役
グループ経営担当（製造・開発）
執行役員 品質保証部門統括

13回/13回
（100.0％）

３ 橋
はし

本
もと

敏
とし

郎
ろう

再任
取締役
グループ経営担当（営業・サービス・事業企画）
執行役員 営業企画部門統括
兼 営業企画管理部長

13回/13回
（100.0％）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１

白
しら

石
いし

亙
わたる

（1963年12月25日生）

1986年４月 三洋電機㈱入社
1990年４月 積水化学工業㈱入社
2003年９月 当社入社
2009年10月 財務経理部長
2012年６月 執行役員就任
2013年６月 取締役就任
2018年６月 常務取締役就任
2019年１月 代表取締役社長就任（現任）
（重要な兼職の状況）

カワタU.S.A. INC.代表取締役社長
川田機械製造（上海）有限公司董事長

21,927株

（候補者とした理由）
白石 亙氏は、上場会社で経理及び経営管理分野の経験を経て、2003年に当社に入社しました。入

社後は、財務会計分野での豊富な経験と専門知識を活かして、財務経理部門の業務に従事してまいりま
した。2013年からは取締役、2018年からは常務取締役、そして2019年１月からは業務執行の最高責任
者である代表取締役社長に就任し、当社グループ経営における事業全般を通じて業績拡大に努めてお
り、今後更なる企業価値向上の実現を図るために適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。

２

白
しら

井
い

英
ひで

徳
のり

（1966年３月17日生）

1986年４月 当社入社
2012年４月 設計二部長
2013年３月 執行役員就任
2013年６月 取締役就任（現任）

代表取締役社長就任
2019年１月 執行役員就任（現任）
（重要な兼職の状況）

川田國際股份有限公司董事長

22,054株

（候補者とした理由）
白井英徳氏は、当社入社以来、長年にわたって設計部門で培ってきた豊富な実務経験に加え、2013

年からは業務執行の最高責任者である代表取締役社長を務め、当社グループの成長に力を尽くし、
2019年１月からは当社グループ経営において製造・開発部門を中心に業績拡大に努めております。今
後も当社の企業価値向上の実現のために適切な人材と判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願
いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

３

橋
はし

本
もと

敏
とし

郎
ろう

（1961年９月4日生）

1986年５月 当社入社
2009年10月 執行役員就任（現任）

西日本営業部長
2017年 4 月 東日本営業部長
2020年 4 月 サービス部長
2023年６月 取締役就任（現任）

9,666株

（候補者とした理由）
橋本敏郎氏は、入社以来、長年にわたり販売活動に従事し、海外勤務経験のほか、新規事業担当とし

ての経験も積んでまいりました。また、2020年4月からはサービス部門における責任者を経験し、その
知見を高めました。これらのことから、当社の企業価値向上の実現のために適切な人材と判断し、引き
続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
2. 各取締役候補者が所有する当社株式の数には、カワタ役員持株会における2025年３月31日時点の本

人持分を含んでおります。
3. 当社は、取締役等が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするために、

取締役等を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を締結しており、取締役に就任した場合には、
各候補者は当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者である取締役等がそ
の職務の遂行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
ずることのある損害について填補することとされています。ただし、法令違反の行為であることを
認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。保険
料は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該
保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこ
ととされています。なお、当社は毎年11月１日に当該保険契約を更新しており、次回更新時には同
内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
本総会終結の時をもって監査等委員である取締役田端久和氏が任期満了となりますの

で、監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、予め監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名 現在の当社における地位及び担当 取締役会
出席状況

田
た

端
ばた

久
ひさ

和
かず

再任 社外 独立
取締役（社外）
常勤監査等委員
独立役員

13回/13回
（100.0％）

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

田
た

端
ばた

久
ひさ

和
かず

（1962年3月６日生）

社外取締役
（独立役員）

1984年４月 ㈱三菱銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）入社
2011年 5 月 同行柏中央支店長
2014年５月 三菱ＵＦＪ投信㈱（現三菱ＵＦＪ国際投信㈱）執行

役員就任
2017年６月 ㈱丸の内よろず常勤監査役就任
2018年６月 ㈱ジャルカード取締役財務部長就任
2023年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

0株

（候補者とした理由及び期待される役割の概要）
田端久和氏は、銀行及び一般企業において経営管理、企業監査に関する業務に携わり、幅広い知見と見識、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
当社といたしましては、同氏には社外取締役としての客観的な立場から、当社の取締役会をはじめとする重

要会議に出席し、経営全般に対する中立的で公正な意見、監督及び助言を期待しております。
これらの理由から、引き続き当社の監査等委員である社外取締役候補者として選任をお願いするものであり

ます。なお、同氏が当社の監査等委員である社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって２
年となります。
（注）1. 監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2. 田端久和氏が監査等委員である取締役の再任が承認された場合、当社は、会社法第427条第１項に基
づき、同氏との間で同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。
なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める金額とします。

3. 田端久和氏は、社外取締役候補者であり、当社が定める独立性の要件を満たしております。同氏は、
㈱東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、同氏の選任が承認された場合は、引き続
き独立役員となる予定であります。
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4. 当社は、取締役等が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするために、
取締役等を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を締結しており、監査等委員である取締役に
就任した場合には、候補者は当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者で
ある取締役等がその職務の遂行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害について填補することとされています。ただし、法令違反の
行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由
があります。保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担は
ありません。当該保険契約には免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補
の対象としないこととされています。なお、当社は毎年11月１日に当該保険契約を更新しており、
次回更新時には同内容での更新を予定しております。

5. 当社の社外役員の独立性基準は、以下のとおりであります。
「社外役員独立性基準」
当社は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確保するために、社外取締役が
可能な限り独立性を有していることが望ましいと考えます。
当社は、当社における社外取締役の独立性基準を以下のとおり定め、社外取締役（その候補者も含
む。以下同様）が次の項目のいずれかに該当する場合は、当社にとって十分な独立性を有していな
いものとみなします。

1. 当社及びその連結子会社（以下「当社グループ」と総称する）の出身者（業務執行取締役、
執行役員その他これらに準じる者及び使用人）

2. 当社の大株主（議決権ベースで５％以上を保有する株主）
3. 次のいずれかに該当する企業等の業務執行者

(１)当社グループの主要な取引先（取引金額が連結売上高の２％を超えるもの）
(２)当社グループの主要な借入先（借入金残高が当社の連結総資産または当該金融機関の連

結総資産の２％を超える金融機関）
(３)当社グループが議決権ベースで10％以上の株式を保有する企業

4. 当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士
5. 当社グループから年間１千万円を超える金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計

士、税理士、弁護士、司法書士、弁理士等の専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等
の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

6. 当社グループから年間１千万円を超える寄付を受けている者
7. 社外取締役の相互就任関係となる他の会社の業務執行者
8. 近親者（配偶者及び二親等内の親族）が上記１から７までのいずれか（４項及び５項を除

き、重要な者（取締役、監査役、執行役員及び部長職以上の業務執行者）に限る）に該当す
る者

9. 過去５年間において、上記２から８までのいずれかに該当していた者
10. 前各項の定めにかかわらず、その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在する

と認められる者
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（ご参考）第２号議案及び第３号議案が原案どおり承認可決された場合の株主総会後の取締役のスキルマトリッ
クスは以下のとおりです。

区 分 氏 名 企業経営 営 業 グローバル 研究開発 製造生産 法務、リスク
マネジメント 財務・会計 ESG、サステ

ナビリティ

取 締 役

白
しら

石
いし

亙
わたる ○ ○ ○ ○

白
しら

井 英 徳
い ひで のり ○ ○ ○ ○

橋
はし

本 敏 郎
もと とし ろう ○ ○ ○

取 締 役
監査等委員

田
た

端 久 和
ばた ひさ かず ○ ○ ○

佐
さ さ

々 木 清 一
き きよ かず ○

玉
たま

置 繁 之
き しげ ゆき ○ ○

各スキルの定義と選定理由
スキル スキルの定義 選定理由

企 業 経 営
当社代表取締役の経験、または他の会社にお
けるCEO等の最高責任者の経験や知見を有
すること。

経営トップとして明確な方向性を示し、リーダ
ーシップを発揮するなどの経営判断の経験と知
識は必要であるため。

営 業 当社または当社グループ企業における営業の
経験や知見を有すること。

既存市場や新規市場における動向を捉え、戦略を
構築し、業績拡大に資する経験と知識は必要であ
るため。

グローバル 当社または他の会社における海外事業の経験
や知見を有すること。

当社グループのグローバルな展開の成果を高める
にあたり、海外事業や海外赴任の経験と知識は必
要であるため。

研 究 開 発 当社または当社グループ企業における機械設
計・開発の経験や知見を有すること。

当社機器に関する専門性は、更なる技術革新や
新製品開発のために重要であり、その経験と知
識は必要であるため。

製 造 生 産 当社または当社グループ企業における機械製
造・生産の経験や知見を有すること。

製造業として、製造管理（適正在庫、原材料調
達）をはじめ安全な生産体制の整備は重要であ
り、その経験と知識は必要であるため。

法務、リスク
マネジメント

当社または他の会社等における法務、リスク
管理の経験や知見を有すること。弁護士等の
法律系の資格を有すること。

法務、リスクマネジメントは、適切な法令遵守と
企業体制の基礎となる部分であり、その経験と知
識は必要であるため。

財務・会計
当社または他の会社等における財務経理の経
験や知見を有すること。公認会計士、税理士
等の財務・会計に関する資格を有すること。

財務報告の正確性確保、強固な財務基盤を構築し
企業価値向上に向けた財務戦略を策定するため
に、これらの経験と知識は必要であるため。

ESG、サステ
ナビリティ

当社または当社グループ企業におけるESGに
関する専門性、SDGsをはじめとしたサステ
ナビリティに関する専門性を有すること。

持続可能な社会を実現するための組織、製品開発
は重要であり、そのための経験と知識は必要であ
るため。
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第４号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収への対応方針）の継続の件
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本

方針」といいます。）並びに基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業
の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、当社株式の大量取
得行為に関する対応策（以下「現プラン」といいます。）を継続することにつき、株主の
皆様のご承認をお願いするものであります。

当社は、2022年５月11日開催の取締役会において、現プランの継続を決議し、同６月
28日開催の当社第73期定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただいておりま
す。

現プランの有効期間は本定時株主総会終結の時までであることから、当社では、企業価
値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、継続の是非も含めその在り方について検討
してまいりました。その結果、2025年５月12日開催の取締役会にて、現プランを株主の
皆様のご承認を得ることを条件として継続することを決定したものであります（継続後の
対応策を、以下「本プラン」といいます。）。本プランの有効期間は、本定時株主総会にお
いて株主の皆様にご承認いただけた場合には、2028年６月開催予定の当社定時株主総会
終結の時までといたします。

本プランの継続を決定した取締役会には、当社の監査等委員３名全員が出席し、本プラ
ンは当社株式の大量取得行為に関する対応策として相当と判断される旨の意見が表明され
ています。

本プラン主要な変更点は、以下のとおりであります。
① 本プランの対象となる大量買付等の定義の見直しを行いました。
② その他、本プランがよりわかりやすいものとなるよう、字句の整備、表現等の

変更を行いました。
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当社株式の大量取得行為に関する対応策

Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねております。従って、当社は、当社経営
の支配権の移転を伴うような買付提案等に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の自
由な意思に基づき行われるべきものと考えます。

当社の企業価値・株主共同の利益の向上に資するものであれば、当社の株式を大量に取得し
当社の経営に関与しようとする買付を否定するものではありませんが、当社株式の買付等の提
案を受けた場合に、それが当社の企業価値・株主共同の利益に影響を及ぼすか否かにつき当社
株主の皆様が適切に判断されるためには、当社株式の買付等提案をした者による買付後の当社
の企業価値・株主共同の利益の向上に向けた取組み等について当社株主の皆様に十分に把握し
ていただく必要があると考えます。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、会社や株主に対して買付
に係る提案内容や代替案等を検討するための充分な時間や情報を提供しないもの、買付目的や
買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうことが明白であるも
の、買付に応じることを株主に強要するような仕組みを有するもの、買付条件が会社の有する
本来の企業価値・株主共同の利益に照らして不十分または不適切であるもの等、当社の企業価
値・株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

当社は、このような企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付
行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でない
と考えます。
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Ⅱ 基本方針の実現に資する特別な取組み

（１）会社の経営の基本方針
①社是

われわれは「三力」をもって生産に励み、社運の伸展につくし、企業を通じて社会の平
和と繁栄に寄与せんことを期する。

知力 価値を生み出すのは知力である
全知をつくして方法を考え力強く実行しよう

努力 一歩前進するにも努力がいる
苦難を克服し向上発展の道を一すじに進もう

協力 ひとりの力には限界がある
みんな力を出しきり一つに結ぼう

②経営理念
「プラスチックをはじめとする粉粒体による製品製造現場において、省力化機器のスペ

シャリストとして、お客様のニーズにマッチした、品質の高い、他社の追随を許さないオ
ンリーワン製品をお届けすることにより、社会に貢献する」

１．市場が求めるものを常に探求し、お客様に喜ばれる製品・サービスを提供する。
２．お客様が製造する消費財・生産財を通じて、世界の人々のより豊かで安全な暮らし

に貢献する。
３．従業員の自主性と働きがいを重視し、会社を持続的に成長させる。
４．株主、取引先、地域社会の皆様から、「いい会社」と呼ばれる会社になる。

③サステナビリティに関する考え方と取組み
当社グループは、「社是」、「経営理念」を継続的に推進・実行することで、環境、社会、

経済の各課題に真摯に取り組み、国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（ＳＤ
Ｇｓ）」の達成に貢献します。

また、会社を持続的に成長させるためには、優秀な人材の確保と人材育成が重要な経営
課題の一つとして捉えています。従業員の自主性を尊重し、働きがいのある会社として、
お客様に喜ばれる製品・サービスを提供することを目指します。
（ア）ガバナンス

当社グループは、環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題に適切に対
応し、課題への対応状況等については、取締役会に適宜報告することとしておりま
す。
また、報告内容を踏まえ、社外取締役を含め多様な視点から検証・協議を行ってお
ります。
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（イ）人的資本に関する戦略
当社グループは、「企業の成長」と「個人の成長」を目的として、自ら考え行動で
きる自律型人材を支援し、育てることを方針として、人材育成プログラムを実施し
ており、併せて、人的資本への積極的な投資の一環として社内環境整備を行ってお
ります。今後とも従業員一人ひとりの自主性と働きがい、個性を大切にし、職場の
安全と心身の健康を守るとともに、人権を尊重し、差別のない健全な社内環境の整
備に取り組んでいきます。

（ウ）リスク管理
当社グループは、サステナビリティに関するリスクを含む事業等のリスク及び機会
に対応するためリスクマネジメント基本方針を定めており、リスクマネジメントの
実践を通じ、事業の継続・安定的発展を確保していくこととしております。また、
リスクマネジメントを推進するためリスク審査委員会を設置し、リスクマネジメン
トの個別検討課題ごとに当該委員会の構成員である担当執行役員が具体策を検討・
実行することとしております。
リスク審査委員会及び担当執行役員により検討されたリスクマネジメントに関する
事項については、職制を通じて従業員に周知徹底を図り、取組みを実行していま
す。
想定されるリスクに関しては、下記９種類について「発生可能性」及び「影響度」
を検討し、リスクマップで（A）回避（B）移転（C）低減（D）保有の４つに分類
したうえでリスクの低減を図ります。
①特定事業分野への集中リスク、②原材料価格の上昇リスク、③価格競争激化のリ
スク、④海外事業リスク、⑤為替レートの変動リスク、⑥人材の確保と育成のリス
ク、⑦訴訟リスク、⑧自然災害、事故災害、重篤な感染症の流行のリスク、⑨気候
変動によるリスク

（エ）ＳＤＧｓへの取組み
１．お客様の生産現場における、生産性の向上と省力化・省エネルギー・省資源化

への貢献
２．お客様が生産する地球環境に優しい製品を通じての、世界の環境保全への貢献
３．当社グループの事業活動における、生産性の向上と省力化・省エネルギー・省

資源化の推進
４．お客様や当社グループにおける廃棄物削減のための取組みとリサイクルへの対

応の推進
５．包摂的かつ持続可能な経済成長と生産的で働き甲斐のある人間らしい仕事の両

立
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６．開発目標達成のためのあらゆるステークホルダーとの連携・協働
④基本方針

当社グループは、プラスチック成形工場における合理化機器システムの製造販売に長年
携わっております。製造工程の省力化と加工材料のロス低減による環境への負荷軽減を理
念とし、チャレンジCES（低コスト（C）、省エネ（E）、省スペース（S））を製品開発指
針として、当業界のリーディングカンパニーとして、高機能かつ操作性に優れた独自製品
を開発し新技術を世界に発信し続けるとともに、現場力を一層強化し収益力の向上を図っ
ております。更に、プラスチック成形関連分野で培った技術、ノウハウを応用して、電
池、食品、化粧品、化学等の新規販売分野を開拓・拡大していくことにより、市場対応力
のある企業として成長を続け、企業価値・株主価値を高めていくことを基本方針としてお
ります。

（２）中長期的な経営戦略、対処すべき課題及び目標とする経営指標
当社グループの主力納入先であるプラスチック成形加工業界は、国内外での激烈な技術革

新と品質・価格競争の中にあります。
当社グループでは、かかる環境下、コア事業におきまして、生産拠点（日本、中国、東南

アジア）及び営業・サービス拠点（日本、中国、台湾、東南アジア、北中米）相互の連携を
強固にし、品質、コスト、納期、アフターサービスでの競争力を一層強化することにより、
グローバル化するユーザーニーズへ対応しマーケットシェアの拡大と収益力の向上を図って
まいります。株主の皆様への還元（配当または自己株式の取得）を充実させる一方で、高付
加価値製品の開発や新規販売分野・地域の拡大、新規事業開発や戦略投資等にも積極的に経
営資源を投下することにより、市場対応力のある企業として成長を続け、企業価値・株主価
値を高めていくことを基本方針としております。中長期的には、資本コストや株価を意識し
た経営を進め、グループとして安定的に当期利益10億円以上、自己資本利益率（ＲＯＥ）
８％以上を確保することと、連結配当性向30％以上を基本として、自己資本配当率（ＤＯ
Ｅ）２％台を維持していくことを目標としております。

また、当社グループは、コーポレート・ガバナンスの強化、コンプライアンスの徹底、人
材の育成と強化等により、経営体質の一層の強化と透明性の向上を図ることを、経営上の重
点課題と位置付けております。なお、コーポレート・ガバナンスの詳細につきましては、㈱
東京証券取引所に「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」を提出するとともに、当社
ホームページ（https://www.kawata.cc/）に、社是・経営理念、コーポレート・ガバナン
ス基本方針、社外役員独立性基準、グループ行動指針、環境理念と方針、経営方針、中期経
営計画等を開示しております。
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Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること
を防止するための取組み

１ 本プランの導入目的と必要性
当社取締役会は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決

定されることを防止する取組みの一つとして、当社株式の大規模な買付行為が行われる場合
に、買付に応じるべきか否かを株主の皆様に適切に判断していただけるように、当社取締役
会が大規模な買付行為を行う者から必要な情報を入手するとともに、その大規模な買付行為
を評価・検討する期間を確保し、株主の皆様への代替案を含めた判断のために必要な情報を
提供することを目的として、本プランの導入が必要であるとの結論に至りました。

なお、2025年３月31日現在における当社大株主の状況は、別紙４「当社大株主の株式保
有状況」のとおりです。また、当社は現時点において当社株式の大量買付に係る提案を受け
ているわけではありません。

２ 本プランの基本的考え方
当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、上記Ｉで述べた

基本方針に沿った具体的な対応策の導入を実施し、本プランの内容を、金融商品取引所にお
ける適時開示、当社事業報告等の法定開示書類における開示、当社ホームページ等への掲載
等により周知させることにより、当社株式の大規模な買付行為を行う者が遵守すべき手続き
があること、並びに当該買付が手続きを遵守せず行われた場合、及び当社の企業価値・株主
共同の利益を著しく毀損するような買付であった場合、対抗措置を発動することで大規模な
買付行為を行う者に損害が発生することがあり得ることを事前に警告することをもって、当
社の買収への対応方針といたします。

３ 独立委員会の設置
本プランにおいては、当社取締役会の恣意的判断を排するため、独立委員会規程（その概

要については別紙１ご参照）に従い、当社社外取締役または社外有識者（実績ある会社経営
者、官庁出身者、弁護士、公認会計士及び学識経験者等を含む）で、当社経営陣から独立し
た者のみから構成される独立委員会の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を
行うことにより透明性を確保することとしています。本プラン継続時における独立委員会の
委員には、別紙２のとおり３氏が就任する予定です。
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４ 本プランの内容について
（１）本プランに係る手続き

（a）対象となる買付等
本プランは下記①、②または③に該当する当社株式の買付またはこれに類似する行為

（ただし、当社取締役会が承認したものを除く。かかる行為を以下「大量買付等」とい
う。）がなされる場合を適用対象とする。大量買付等を行う者または提案する者（以下

「大量買付者等」という。）は、予め本プランに定められる手続きに従うこととする。
① 当社が発行者である株式等注１について、保有者注２の株式等保有割合注３が20％以上

となる買付
② 当社が発行者である株式等注４について、公開買付注５にかかる株式等の株式等所有割

合注６及びその特別関係者注７の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付
③ 上記①または②に規定される各行為が行われたか否かにかかわらず、特定の株主

が、当社の他の株主（複数である場合を含みます。以下本③において同じとしま
す。）との間で行う行為であり、かつ、当該行為の結果として当該他の株主が当該
特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、または当該特
定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれら
の者が共同ないし協調して行動する関係注８を樹立する行為注９（ただし、当社が発行
者である株式等につき当該特定の株主と当該他の株主の株式等保有割合または株式
等所有割合の合計が20%以上となるような場合に限る。）

（b）「買付意向表明書」の当社への事前提出
大量買付者等は、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、大量買付等の実行に

先立ち、当社取締役会に対して、当該大量買付者等が大量買付等に際して本プランに定
める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付意向表明書」とい
う。）を当社の定める書式により日本語で提出する。具体的な「買付意向表明書」の記
載事項は以下のとおりとする。
① 大量買付者等の概要
（イ）氏名または名称及び住所または所在地
（ロ）代表者の役職及び氏名
（ハ）会社等の目的及び事業の内容
（ニ）大株主または大口出資者（所有株式または出資割合上位10名）の概要
（ホ）国内連絡先
（ヘ）設立準拠法

② 大量買付者等が現に保有する当社の株式等の数、及び「買付意向表明書」提出前
60日間における大量買付者等の当社の株式等の取引状況
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③ 大量買付者等が提案する大量買付等の概要（大量買付者等が大量買付等による取得
を予定する当社の株式等の種類及び数、並びに大量買付等の目的（支配権取得もし
くは経営参加、純投資もしくは政策投資、大量買付等の後の当社の株式等の第三者
への譲渡等、または重要提案行為等注10その他の目的がある場合には、その旨及び内
容。なお、目的が複数ある場合にはその全て。）を含む。）

④ 本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約
（c）大量買付者等に対する情報提供の要求

上記（ｂ）の「買付意向表明書」の提出後、大量買付者等は、以下の手順に従い、当
社に対して、大量買付等に対する株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会の
評価・検討等のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」という。）を日本語で
提供する。

まず、当社は、大量買付者等に対して、「買付意向表明書」を受領した日から10営業
日注11（初日不算入）以内に、当初提出していただくべき情報を記載した「情報リスト」
を上記（ｂ）①（ホ）の国内連絡先に発送するので、大量買付者等は、かかる「情報リ
スト」に従って十分な情報を当社に提出する。

当社取締役会は、大量買付者等からの本必要情報を受領した場合、速やかにこれを独
立委員会に提供するものとする。

また、上記の「情報リスト」に従い大量買付者等から提供された情報では、大量買付
等の内容及び態様等に照らして、株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会の
評価・検討等のために不十分であると当社取締役会または独立委員会が合理的に判断す
る場合には、大量買付者等は当社取締役会が別途請求する追加の情報を提供するものと
する。

大量買付等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則とし
て「情報リスト」の一部に含まれるものとする。
① 大量買付者等及びそのグループ（共同保有者注12、特別関係者及びファンドの場合は

各組合員その他の構成員を含む）の詳細（具体的名称、資本構成、事業内容、財務
内容、役員の氏名及び職歴等を含む）

② 大量買付等の目的、方法及び内容（経営参画の意思の有無、大量買付等の対価の価
額・種類、大量買付等の時期、関連する取引の仕組み、大量買付予定の株式等の数
及び大量買付等を行った後における株式等所有割合、大量買付等の方法の適法性を
含む）

③ 大量買付等の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報
及び大量買付等にかかる一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内
容、算定の際に第三者の意見を聴取した場合における当該第三者の名称、意見の概
要及び当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を含む）

④ 大量買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含む）の具体的名称、
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調達方法、関連する取引の内容を含む）
⑤ 大量買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある場

合はその内容及び当該第三者の概要
⑥ 大量買付者等が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契

約、売買の予約その他の重要な契約または取決め（以下「担保契約等」という。）
がある場合には、その契約の種類、契約の相手方及び契約の対象となっている株式
等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

⑦ 大量買付者等が大量買付等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等
の締結その他第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種
類、契約の相手方及び契約の対象となっている株式等の数量等の当該合意の具体的
内容

⑧ 大量買付等の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及
び配当政策

⑨ 大量買付等の後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客、地域社会その他
の当社に係る利害関係者の処遇等の方針

⑩ 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策
⑪ その他独立委員会が合理的に必要と判断する情報

当社取締役会は、大量買付者等からの本必要情報を受領した場合、速やかにこれを独
立委員会に提供するものとする。

なお、当社取締役会は、大量買付者等から大量買付等の提案がなされた事実について
は適切に開示し、提案の概要及び本必要情報の概要等のうち、株主及び投資家の皆様の
ご判断に必要であると認められる事項については、速やかに情報開示を行う。

また、当社取締役会及び独立委員会は、大量買付者等による本必要情報の提供が十分
になされたと認めた場合には、その旨を大量買付者等に通知（以下「情報提供完了通
知」という。）し、速やかにその旨を開示する。

（d）取締役会評価期間の設定等
当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算日として、大量買付

等の評価の難易度等に応じ、対価を円価現金のみとする当社全株式等を対象とする公開
買付の場合は60日間を超えない期間、その他の大量買付等の場合は90日間を超えない
期間を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間

（以下「取締役会評価期間」という。）として設定し、速やかに開示する。ただし、当社
取締役会は、評価・検討等のために不十分であると取締役会及び独立委員会が合理的に
認める場合にのみ、当該期間の延長をその決議をもって行うことができるものとする
が、その期間は最長30日間とする。延長する場合は、具体的延長期間及び当該延長期
間が必要とされる具体的理由を大量買付者等に通知するとともに、株主及び投資家の皆
様に開示する。
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当社取締役会は、取締役会評価期間内において大量買付者等から提供された本必要情
報・資料等に基づき、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、大量
買付者等の大量買付等の内容の検討を行う。当社取締役会は、これらの検討を通じ、大
量買付等に関する意見を慎重にとりまとめ、大量買付者等に通知するとともに、独立委
員会の承認を経て、適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示する。また、必要に応
じ、大量買付者等との間で大量買付等に関する条件・方法について交渉し、更に、株主
及び投資家の皆様に代替案を提示することもある。

（e）対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告
独立委員会は、大量買付者等が出現した場合において、以下の手続きに従い、当社取

締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものとする。なお、独立委員
会が当社取締役会に対して下記に定める勧告を行った場合、その他独立委員会が適切と
考える場合には、独立委員会は、当該勧告の事実とその概要その他独立委員会が適切と
判断する事項について、自らまたは当社取締役会を通じて、速やかに情報開示を行う。

なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資するようになされ
ることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシ
ャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む）の
助言を得ることができるものとする。
① 大量買付者等が本プランに定める手続きを遵守しない場合

独立委員会は、大量買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかった場合は、
当該大量買付等を当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると
し、原則として当社取締役会に対して、当該大量買付等に対する対抗措置の発動を
勧告する。

② 大量買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合
独立委員会は、大量買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合には、原則
として当社取締役会に対して、当該大量買付等に対する対抗措置の不発動を勧告す
る。
ただし、本プランに規定する手続きが遵守されている場合であっても、以下（ⅰ）
〜（ⅴ）に掲げる行為が意図されており、当該大量買付等が当社の企業価値・株主
共同の利益を著しく損なうものであると認められ、かつ対抗措置の発動を相当と判
断する買付である場合には、例外的措置として、独立委員会は対抗措置の発動を勧
告することがある。

（ⅰ）大量買付者等が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を
つり上げて高値で当社の株式等を当社または当社関係者に引き取らせる目的で当
社の株式等の取得を行っているまたは行おうとしている者（いわゆるグリーンメ
イラー）であると判断される場合
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（ⅱ）当社の会社経営を一時的に支配して当社または当社グループ会社の事業経営上必
要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先または顧客等の当社また
は当社グループ会社の資産を当該大量買付者等またはそのグループ会社等に移転
する目的で当社の株式等の取得を行っていると判断される場合

（ⅲ）当社の会社経営を支配した後に、当社または当社グループ会社の資産を当該大量
買付者等またはそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的
で当社の株式等の取得を行っていると判断される場合

（ⅳ）当社の会社経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の事業に当面
関係していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その
処分利益をもって一時的に高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の
急上昇の機会を狙って当社の株式等の高価売抜けをする目的で当社の株式等の取
得を行っていると判断される場合

（ⅴ）大量買付者等の提案する当社の株式等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収
（最初の買付けで当社の株式等の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の
買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式等の買
付け等を行うことをいう。）等の、株主の皆様の判断の機会または自由を制約し、
事実上、株主の皆様に当社の株式等の売却を強要するおそれがあると判断される
場合

ただし、独立委員会は、一旦対抗措置の不発動の勧告をした後でも、当該勧告の判
断の前提となった事実関係等に変動が生じ、大量買付者等による大量買付等が上記

（ⅰ）〜（ⅴ）に掲げる行為が意図されており、対抗措置の発動が相当であると判
断するにいたった場合には、これを当社取締役会に勧告することができるものとす
る。
また、独立委員会は、対抗措置発動に関して、予め株主意思の確認を得るべき旨の
留保を付すことができるものとする。

（f）取締役会の決議、株主意思の確認
当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を受けて、これを最大限尊重して最終的に速

やかに対抗措置の発動または不発動に関する会社法上の機関としての決議を行うものと
する。

なお、独立委員会が対抗措置の発動を勧告するに際して、当該発動に関して事前に株
主意思の確認を得るべき旨の留保を付した場合、当社取締役会は、実務上開催が著しく
困難な場合を除き、実務上可能な限り最短の時間で株主意思確認のための株主総会（以
下「株主意思確認総会」という。）を招集し、対抗措置の発動に関する議案を付議する。
株主意思確認総会は、定時株主総会または臨時株主総会とあわせて開催する場合もあ
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る。当社取締役会において株主意思確認総会の開催を決定した場合には、取締役会評価
期間はその時点を以て終了するものとする。当該株主意思確認総会にて、対抗措置の発
動に関する議案が可決された場合には、当社取締役会は株主意思確認総会における決定
に従い、対抗措置の発動に関する決議を行い、必要な手続を行う。一方、当該株主意思
確認総会において、対抗措置の発動に関する議案が否決された場合には、当社取締役会
は、対抗措置の不発動に関する決議を行う。

当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役
会が適切と判断する事項について、また株主意思確認総会を実施した場合には、投票結
果その他取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行う。

なお、大量買付者等は、取締役会評価期間が終了し、当社取締役会が対抗措置の発動
または不発動に関する決議を行うまでの間、買付等を実行してはならない。

（g）対抗措置の発動の停止
当社取締役会が上記（f）の手続きに従い、対抗措置の発動を決議した後または発動

後においても、以下のいずれかの状況に至った場合には、当社取締役会は、独立委員会
の勧告を十分尊重したうえで、対抗措置発動の停止の決議を行うものとする。
① 大量買付者等が大量買付等を撤回した場合、その他大量買付等が存しなくなった場合
② 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、大量買付者等による大量

買付等が上記（e）②に定める要件のいずれにも該当しないか、もしくは該当して
も直ちに対抗措置を発動することが相当ではない場合

当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切
と判断する事項について、速やかに情報開示を行う。

（２）対抗措置の具体的内容
本プランに基づき発動する対抗措置は、別紙３に定める条件・内容の新株予約権（以下

「本新株予約権」という。）の無償割当とする。
また当社取締役会は、一旦本新株予約権の無償割当の実施の決議をした後も、上記

（１）（g）に記載のとおり、対抗措置発動の停止を決議することがある。例えば、本新株
予約権の無償割当の効力発生日までは本新株予約権の無償割当の中止、本新株予約権の無
償割当の効力発生日後、本新株予約権の行使期間の初日の前日までは本新株予約権の無償
取得等の方法で、対抗措置の発動を停止することができるものとする。

（３）本プランの有効期間、廃止及び変更
本プランの有効期間は、本定時株主総会において承認が得られた場合には、当該有効期

間を2028年６月開催予定の定時株主総会終結の時までとし、以降についても、本プラン
の継続（一部修正したうえでの継続を含む）については株主総会の承認を経ることとす
る。
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ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランを変更
または廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該決議に従いその時点で変更
または廃止されるものとする。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取
締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃
止されるものとする。なお、会社法、金融商品取引法、その他法令もしくは金融商品取引
所規則の変更またはこれらの解釈・運用の変更等に伴う形式的な修正が必要と判断した場
合は、随時、独立委員会の承認を得たうえで、当社取締役会にて修正することがある。

当社は、本プランを廃止または本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響
を与えるような変更を行った場合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合に
は）変更内容その他当社取締役会または独立委員会が適切と認める事項について、速やか
に情報開示を行う。

５ 本プランの合理性
（１）買収への対応方針に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共
同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・
株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の
原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が2008年６月30日に発表した「近時
の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」、㈱東京証券取引所が2021年６月11日
に改訂した「コーポレートガバナンス・コード」の「原則１−５．いわゆる買収防衛策」、
及び経済産業省が2023年８月31日に公表した「企業買収における行動指針」の内容を踏
まえております。また、㈱東京証券取引所の定める買収防衛策の導入にかかる諸規則等の
趣旨に合致するものです。

（２）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること
本プランは、当社株式等に対する大量買付等がなされた際に、当該大量買付等に応じる

べきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要
な情報や期間を確保し、株主の皆様のために大量買付者等と交渉を行うこと等を可能とす
ることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的とする
ものです。

（３）株主意思を重視するものであること
本プランは当社の本定時株主総会で株主の皆様のご承認を得たうえで継続するもので

す。また、上記４（３）「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載したとおり、本定
時株主総会においてご承認いただいた後も、その後の当社株主総会において、本プランの
変更または廃止の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更または廃止さ
れることになります。以上の意味において、本プランの消長及び内容は、株主の皆様の意
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思に基づくことになっております。
（４）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

本プランにおいては、当社取締役会の恣意的判断を排除し、取締役会の判断及び対応の
客観性・合理性を確保することを目的として独立委員会を設置しております。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取締役また
は社外の有識者から選任される委員３名以上により構成されます。

また、独立委員会の判断概要については必要に応じ株主及び投資家の皆様に情報開示を
することとし、本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しています。

（５）合理的かつ客観的発動要件の設定
本プランは、上記４（１）「本プランに係る手続き」（e）にて記載したとおり、予め定

められた合理的客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、
当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

（６）第三者専門家の意見の取得
上記４（１）「本プランに係る手続き」（e）にて記載したとおり、大量買付者等が出現

すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャル・アドバイザ
ー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることができるこ
とにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保された仕組みとなって
います。

（７）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと
上記４（３）「本プランの有効期間、廃止及び変更」に記載したとおり、本プランは当

社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができること
から、大量買付者等が当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役
会により、本プランを廃止することが可能です。従って、本プランは、デッドハンド型買
収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛
策）ではありません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策
（取締役会の構成の交代を一度に行うことができず、その発動を阻止するのに時間を要す
る買収防衛策）でもありません。（取締役の解任要件を加重しておりません。）

６ 株主及び投資家の皆様への影響
（１）本プランの継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響

本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランが
その継続時に株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具
体的な影響を与えることはありません。

なお、大量買付者等が本プランを遵守するか否かにより当該買付行為に対する当社の対
応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、大量買付者等の動向
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にご注意ください。
（２）本新株予約権の無償割当時に株主及び投資家の皆様に与える影響

当社取締役会が対抗措置の発動を決議し、本新株予約権の無償割当を行う場合には、別
途定める割当期日における株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１
株につき本新株予約権１個を上限とした割合で、本新株予約権が無償で割当られます。

このような仕組み上、本新株予約権の無償割当時においても、株主の皆様が保有する当
社株式1株当たりの価値の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の価値の希釈化は
生じないことから、株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して
直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。ただし、大量買付者等につきまし
ては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利または経済的利益に何らかの影響
が生じる場合があります。

なお、一旦本新株予約権無償割当決議がなされた場合であっても、上記4（1）「本プラ
ンに係る手続き」（g）に記載の手続き等に従い当社取締役会が対抗措置発動の停止を決定
した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じ、当社株式の価値の希釈化が生じるこ
とを前提にして売買を行った株主及び投資家の皆様は不測の損害を被る可能性がありま
す。

また、本新株予約権の行使または取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使ま
たは取得に際して、大量買付者等の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定され
ますが、この場合であっても、大量買付者等以外の株主の皆様の有する当社株式に係る法
的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

（３）本新株予約権の無償割当に伴う株主の皆様の手続き
本新株予約権の無償割当期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、本新

株予約権の無償割当の効力発生日において当然に新株予約権者となるため、申込みの手続
きは不要です。

なお、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の手続きに従
い、当社取締役会が別途定める日において本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株
式を株主の皆様に交付することになるため、株主の皆様におかれましては本新株予約権に
関する払込み等の手続きは不要となります。この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご
自身が大量買付者等ではないこと等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言
を含む当社所定の書式をご提出いただくことがあります。

上記のほか、割当方法、行使の方法及び当社による取得の方法、株式の交付方法等の詳細
につきましては、本新株予約権の無償割当に関する当社取締役会の決議が行われた後、当社
は株主の皆様に対して公表または通知いたしますので、当該内容をご確認ください。
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注１ 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される株券等を意味するものとする。以下別段の定めがない限
り同じ。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令
等の制定を含む。）があった場合には、本プランにおいて引用される法令等の各条項は、当社取締役会が
別途定める場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条
項に読み替えられるものとする。

注２ 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第3項に基づき保有者に含まれる者
を含む。以下同じ。

注３ 金融商品取引法第27条の23第4項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとする。以下同じ。
注４ 金融商品取引法第27条の２第１項に規定される「株券等」を意味するものとする。以下②において同じ。
注５ 金融商品取引法第27条の２第６項に定義される。以下同じ。
注６ 金融商品取引法第27条の２第８項に規定される「株券等所有割合」を意味するものとする。以下同じ。
注７ 金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいう。ただし、同項第１号に掲げる者につ

いては、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を
除く。以下同じ。

注８ 「当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそれらの者が共同
ないし協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関係、業務提携関係、取引な
いし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、デリバティブや貸株等を通じた当社株式
等に関する実質的な利害関係等の形成や、当該特定の株主及び当該他の株主が当社に対して直接・間接
に及ぼす影響等を基礎に行うものとする。

注９ 本文の③所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が独立委員会の勧告に従って行うものと
する。なお、当社取締役会は、上記③の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲において、当
社の株主に対して必要な情報の提供を求めることがある。

注10 金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、及び株券等の大量保
有の状況の開示に関する内閣府令第16条に規定される重要提案行為等をいう。

注11 営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいう。
注12 金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみ

なされると当社取締役会が認めた者を含む。以下同じ。

以 上
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別紙１
独立委員会規程の概要

１ 独立委員会は、当社取締役会の決議により設置される。

２ 独立委員会の委員は、３名以上とし、当社経営陣から独立している、当社の社外取締役また
は社外の有識者のいずれかに該当する者の中から当社取締役会が選任する。ただし、社外の
有識者は、実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者ま
たはこれらに準ずる者とし、また、別途当社が指定する善管注意義務条項等を含む契約を当
社との間で締結した者とする。

３ 独立委員会の委員の任期は、選任の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の終結の時までとする。ただし、当社取締役会の決議により別段の定め
をした場合はこの限りではない。また、社外取締役で独立委員会委員である者が取締役でな
くなった場合には、独立委員会委員の任期も同時に終了する。

４ 独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役、従業員その他必要と認める者を出席させ、そ
の意見または説明を求めることができる。

５ 独立委員会は、随時開催できることとし、その決議は委員の全員が出席し、その過半数をも
って行う。ただし、委員に事故あるときその他やむを得ない事由があるときは、委員の過半
数が出席し、その過半数をもって行う。

６ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定内容を、理由を付し
て当社取締役会に対して勧告する。独立委員会は、勧告の事実とその概要その他独立委員会
が適切と判断する事項について、自らまたは当社取締役会を通じて、速やかに情報開示を行
う。
なお、独立委員会の各委員は、決定等にあたっては、当社の企業価値・株主共同の利益に資
するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら自己または当社の経営陣の個人的利益を
図ることを目的としてはならない。

（１）本プランの対象となる大量買付等の該当性の判断
（２）本プランに係る対抗措置の発動または不発動（発動に関して予め株主意思の確認を得る

ことの是非を含む）
（３）本プランに係る対抗措置発動の停止
（４）本プランの廃止または変更
（５）その他本プランに関連して当社取締役会が任意に独立委員会に諮問する事項

７ 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計
士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む）の助言を得ることができる。

以 上
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別紙２
独立委員会委員の氏名及び略歴（五十音順）

佐 々 木 清 一（ささき きよかず）
（略歴）

2004年10月 弁護士登録 弁護士法人淀屋橋・山上合同入所
2010年４月 同所パートナー就任
2016年４月 梅田中央法律事務所設立 梅田中央法律事務所 代表弁護士（現任）
2024年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
※同氏は会社法第２条第15号に規定される社外取締役です。また、当社は、金融商品

取引所（㈱東京証券取引所）に対して、同氏を独立役員として届け出ております。

玉 置 繁 之（たまき しげゆき）
（略歴）

2009年４月 新日本有限責任監査法人入所
2012年９月 公認会計士登録
2014年７月 ㈱プロキューブジャパン入社 あおぞら監査法人代表社員就任
2019年２月 玉置公認会計士事務所入所（現任）
2024年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
※同氏は会社法第２条第15号に規定される社外取締役です。また、当社は、金融商品

取引所（㈱東京証券取引所）に対して、同氏を独立役員として届け出ております。

野 村 剛 司（のむら つよし）
（略歴）

1998年４月 弁護士登録
2003年10月 なのはな法律事務所設立（現任）

上記３氏と当社との間に、特別の利害関係はありません。

以 上
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別紙３
新株予約権無償割当の要項

１ 本新株予約権の割当総数
本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当に関する取締役会決議（以下「本新株
予約権無償割当決議」といいます。）において当社取締役会が別途定める一定の日（以下

「割当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点において
当社の有する当社株式の数を除きます。）と同数を上限として、当社取締役会が本新株予約
権無償割当決議において別途定める数とします。

２ 割当対象株主
割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その有する当社普通株式（ただ
し、同時点において、当社の有する当社株式を除きます。）１株につき１個を上限として、
当社取締役会が本新株予約権無償割当決議において別途定める割合で本新株予約権の無償割
当をします。

３ 本新株予約権の無償割当の効力発生日
本新株予約権無償割当決議において当社取締役会が別途定める日とします。

４ 本新株予約権の目的である株式の種類及び数
本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的
である株式の数（以下「対象株式数」といいます。）は、１株を上限として当社取締役会が
本新株予約権無償割当決議において別途定める数とします。ただし、当社が株式の分割また
は株式の併合等を行う場合は、所要の調整を行うものとします。

５ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資
される財産の当社普通株式１株当たりの金額は１円以上で当社取締役会が本新株予約権無償
割当決議において別途定める額とします。

６ 本新株予約権の譲渡制限
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。

７ 本新株予約権の行使条件
(１)特定大量保有者注１、(２)特定大量保有者の共同保有者、(３)特定大量買付者注２、(４)特定
大量買付者の特別関係者、もしくは(５)これら(１)から(４)までの者から本新株予約権を当
社取締役会の承認を得ることなく譲受けもしくは承継した者、または、(６)これら(１)から
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(５)までに該当する者の関連者注３（これらの者を総称して、以下「非適格者」といいます。）
は、本新株予約権を行使することができないものとします。なお、本新株予約権の行使条件
の詳細については、本新株予約権無償割当決議において別途定めるものとします。

８ 当社による本新株予約権の取得
当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が有する本新株予約権を
取得し、これと引換えに本新株予約権１個につき対象株式数の当社普通株式を交付すること
ができるものとします。なお、非適格者が有する本新株予約権の取得の対価として、金銭等
の経済的な利益の交付は行わないこととします。本新株予約権の取得条件の詳細について
は、本新株予約権無償割当決議において別途定めるものとします。

９ 対抗措置発動の停止等の場合の無償取得
当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他本新株予約権無償割当決議において
当社取締役会が別途定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を無償にて取得すること
ができるものとします。

10 本新株予約権の行使期間等
本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本新株予約権無償割
当決議において別途定めるものとします。

注１ 当社が発行者である株式等の保有者で、当該株式等に係る株式等保有割合が20％以上である者、または、
これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株式等を取
得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新
株予約権無償割当決議において当社取締役会が別途定める者は、これに該当しないこととします。

注２ 公開買付けによって当社が発行者である株式等（金融商品取引法第27条の２第１項に規定される株券等
を意味するものとします。以下本注において同じとします。）の買付け等（金融商品取引法第27条の２第
１項に定義される買付け等をいいます。以下本注において同じとします。）を行う旨の公告を行った者
で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準じるものとして金融商品取引法施行令第７条第
１項に定めるものを含みます。）に係る株式等の株式等所有割合がその者の特別関係者の株式等所有割合
と合計して20％以上となる者、または、これに該当することとなると当社取締役会が認める者をいいま
す。ただし、その者が当社の株式等を取得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に反しな
いと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当決議において当社取締役会が別途定める者は、
これに該当しないこととします。

注３ 「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその者と共同の支配下にある者
（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、またはその者と協調して行動する者として
当社取締役会が認めた者をいいます。なお「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を
支配している場合」（会社法施行規則第３条第３項に定義される場合をいいます。）をいいます。

以 上
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別紙４
当社大株主の株式保有状況（2025年３月31日現在）

１ 発行可能株式総数 20,000,000株

２ 発行済株式総数 7,210,000株

３ 株主数 9,123名

４ 大株主（上位10名）

株主名 所有株式数（株）
発 行 済 株 式 総 数
に 対 す る 所 有 株
式 数 の 割 合 （％）

カワタ共伸会 523,300 7.25

カワタ従業員持株会 253,580 3.51

㈱三菱ＵＦＪ銀行 227,300 3.15

松井証券㈱ 130,800 1.81

㈱カワタ 128,308 1.77

島根良明 114,300 1.58

日本生命保険相互会社 110,700 1.53

明治安田生命保険相互会社 110,000 1.52

大阪中小企業投資育成㈱ 110,000 1.52

日本システムコントロール㈱ 109,200 1.51

以 上
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事 業 報 告

(2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度の世界経済は、欧米における高インフレの鎮静化を背景に底堅い動き
が見られましたが、中国景気の失速や米国新政権の政策運営等に対する懸念、並びにウ
クライナ、中東における紛争の長期化等の地政学的リスクの高まりもあり、先行き不透
明な状況が続きました。

わが国経済も、個人消費の改善やインバウンド需要の拡大により景気は緩やかな回復
基調にある一方、為替相場の乱高下や国際紛争に伴うエネルギーや原材料価格の高止ま
り等により市場環境は不安定な状況が続きました。また、設備投資の動向を知るうえで
先行指標の一つである機械受注統計の推移を見ると、製造業の機械受注額は、2024年４
月〜６月は12,655億円（前年同期比2.2％増）、７月〜９月は11,751億円（同3.7％減）、
10月〜12月は13,094億円（同7.0％増）、１月は4,130億円、２月は4,254億円と、10月
〜12月に比べると１月、２月は弱含みで推移しました。

このような環境下、当社グループは、プラスチック成形関連のコアビジネスにおきま
して、品質の向上、納期の確守、新製品の開発等、競争力強化によるマーケットシェア
の拡大を図るとともに、電池、食品、化粧品等の新規販売分野の開拓・拡大に注力して
まいりました。

しかしながら、当連結会計年度における受注高は国内外の自動車業界向けを中心とし
た射出成形関連の受注が低迷していることに加え、中国における電気自動車（ＥＶ）向
けのリチウムイオン電池関連の投資が2023年後半以降、低迷が続いていることなどによ
り、前年同期比12億８千万円減（同6.3％減）の189億８百万円、受注残高は前年同期比
17億５千１百万円減（同17.9％減）の80億１千万円となりました。また、売上高につき
ましても、国内外における電気自動車（ＥＶ）向けのリチウムイオン電池関連の売上が
減少したこと等により、前年同期比37億２千７百万円減（同15.2％減）の207億６千６
百万円となりました。

損益面では、材料費を中心とした原価低減や諸経費の削減に加え、大型案件の減少に
より売上総利益率が改善（25.5％→30.1％）したものの、販売費及び一般管理費の増加
により、営業利益は前年同期比２億６千４百万円減（同21.2％減）の９億８千４百万円、
経常利益は為替差損３千８百万円の計上等により前年同期比３億８千万円減（同26.9％
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減）の10億３千３百万円となりました。
特別損益では、固定資産売却益22百万円を特別利益に、固定資産除売却損６百万円、

会員権評価損１百万円、減損損失５百万円を特別損失に計上し、更に法人税、住民税及
び事業税４億６千万円、法人税等調整額１百万円を計上したこと等により、親会社株主
に帰属する当期純利益は前年同期比３億５千２百万円減（同38.0％減）の５億７千６百
万円となりました。

連結財務ハイライト
売上高 営業利益

207億66百万円 前期比15.2％減 9億84百万円 前期比21.2％減

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

10億33百万円 前期比26.9％減 5億76百万円 前期比38.0％減

（2）当社グループのセグメント別売上高の内訳

期 別

区 分

第75期
（2024年３月期）

第76期（当連結会計年度）
（2025年３月期）

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

日 本 16,552 67.6 14,166 68.2 △2,386
東 ア ジ ア 7,012 28.6 5,287 25.5 △1,724
東 南 ア ジ ア 1,884 7.7 2,268 10.9 383
北 中 米 267 1.1 357 1.7 89
セグメント間の取引消去 △1,223 △5.0 △1,312 △6.3 △89

合 計 24,494 100.0 20,766 100.0 △3,727
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セグメント別売上高構成比

（注） 各セグメントの数値は、セグメント間の内部売上高（6.3％）を含んでおります。

（3）資金調達等についての状況
① 資金調達

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関３社と総額15億円のコミ
ットメントライン（特定融資枠契約）を締結しております。この契約に基づく当連結会計
年度末の借入未実行残高は15億円であります。

② 設備投資
当社グループは、当連結会計年度において総額４億９千４百万円の設備投資を実施いた

しました。主なものは、当社における研究開発用装置の取得２千６百万円、電話交換機の
入替１千２百万円、社用車更新１千３百万円、エム・エルエンジニアリング㈱における新
工場関連支出２億８千３百万円、川田機械製造（上海）有限公司における生産機器等１千
３百万円であります。
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（4）財産及び損益の状況の推移
期 別

区 分
第73期

（2022年３月期）
第74期

（2023年３月期）
第75期

（2024年３月期）
第76期（当連結会計年度）
（2025年３月期）

売 上 高 (百万円) 18,383 18,826 24,494 20,766
経 常 利 益 (百万円) 903 813 1,414 1,033
親会社株主に帰属
する当期純利益 (百万円) 540 351 929 576

１株当たり当期純利益(円) 77.52 50.34 133.10 82.53
総 資 産 (百万円) 22,036 25,171 26,741 25,304
純 資 産 (百万円) 11,322 11,760 12,642 13,480
１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 1,594.60 1,653.58 1,777.84 1,893.21
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（5）対処すべき課題
① 会社の経営の基本方針
イ）社是

われわれは「三力」をもって生産に励み、社運の伸展につくし、企業を通じて社会の
平和と繁栄に寄与せんことを期する

知力 価値を生み出すのは知力である
全知をつくして方法を考え力強く実行しよう

努力 一歩前進するにも努力がいる
苦難を克服し向上発展の道を一すじに進もう

協力 ひとりの力には限界がある
みんな力を出しきり一つに結ぼう

ロ）経営理念
「プラスチックをはじめとする粉粒体による製品製造現場において、省力化機器のス

ペシャリストとして、お客様のニーズにマッチした、品質の高い、他社の追随を許さな
いオンリーワン製品をお届けすることにより、社会に貢献する」

１．市場が求めるものを常に探求し、お客様に喜ばれる製品・サービスを提供する。
２．お客様が製造する消費財・生産財を通じて、世界の人々のより豊かで安全な暮ら

しに貢献する。
３．従業員の自主性と働きがいを重視し、会社を持続的に成長させる。
４．株主、取引先、地域社会の皆様から、「いい会社」と呼ばれる会社になる。

ハ）サステナビリティに関する考え方と取組み
当社グループは、「社是」、「経営理念」を継続的に推進・実行することで、環境、社

会、経済の各課題に真摯に取り組み、国連サミットで採択された「持続可能な開発目標
（ＳＤＧｓ）」の達成に貢献します。

また、会社を持続的に成長させるためには、優秀な人材の確保と人材育成が重要な経
営課題の一つとして捉えています。従業員の自主性を尊重し、働きがいのある会社とし
て、お客様に喜ばれる製品・サービスを提供することを目指します。

１．ガバナンス
当社グループは、環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題に適切に
対応し、課題への対応状況等については、取締役会に適宜報告することとしてお
ります。
また、報告内容を踏まえ、社外取締役を含め多様な視点から検証・協議を行って
おります。
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２．人的資本に関する戦略
当社グループは、「企業の成長」と「個人の成長」を目的として、自ら考え行動
できる自律型人材を支援し、育てることを方針として、人材育成プログラムを実
施しており、併せて、人的資本への積極的な投資の一環として社内環境整備を行
っております。今後とも従業員一人ひとりの自主性と働きがい、個性を大切に
し、職場の安全と心身の健康を守るとともに、人権を尊重し、差別のない健全な
社内環境の整備に取り組んでいきます。

３．リスク管理
当社グループは、サステナビリティに関するリスクを含む事業等のリスク及び機
会に対応するためリスクマネジメント基本方針を定めており、リスクマネジメン
トの実践を通じ、事業の継続・安定的発展を確保していくこととしております。
また、リスクマネジメントを推進するためリスク審査委員会を設置し、リスクマ
ネジメントの個別検討課題ごとに当該委員会の構成員である担当執行役員が具体
策を検討・実行することとしております。
リスク審査委員会及び担当執行役員により検討されたリスクマネジメントに関す
る事項については、職制を通じて従業員に周知徹底を図り、取組みを実行してい
ます。
想定されるリスクに関しては、下記９種類について「発生可能性」及び「影響
度」を検討し、リスクマップで（Ａ）回避（Ｂ）移転（Ｃ）低減（Ｄ）保有の４
つに分類したうえでリスクの低減を図ります。
①特定事業分野への集中リスク、②原材料価格の上昇リスク、③価格競争激化の
リスク、④海外事業リスク、⑤為替レートの変動リスク、⑥人材の確保と育成の
リスク、⑦訴訟リスク、⑧自然災害、事故災害、重篤な感染症の流行のリスク、
⑨気候変動によるリスク

４．ＳＤＧｓへの取組み
①お客様の生産現場における、生産性の向上と省力化・省エネルギー・省資源化

への貢献
②お客様が生産する地球環境に優しい製品を通じての、世界の環境保全への貢献
③当社グループの事業活動における、生産性の向上と省力化・省エネルギー・省

資源化の推進
④お客様や当社グループにおける廃棄物削減のための取組みとリサイクルへの対

応の推進
⑤包摂的かつ持続可能な経済成長と生産的で働き甲斐のある人間らしい仕事の両

立
⑥開発目標達成のためのあらゆるステークホルダーとの連携・協働
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ニ）基本方針
当社グループは、プラスチック成形工場における合理化機器システムの製造販売に長

年携わっております。製造工程の省力化と加工材料のロス低減による環境への負荷軽減
を理念とし、チャレンジＣＥＳ（低コスト（Ｃ）、省エネ（Ｅ）、省スペース（Ｓ））を
製品開発指針として、当業界のリーディングカンパニーとして、高機能かつ操作性に優
れた独自製品を開発し新技術を世界に発信し続けるとともに、現場力を一層強化し収益
力の向上を図っております。更に、プラスチック成形関連分野で培った技術、ノウハウ
を応用して、電池、食品、化粧品、化学等の新規販売分野を開拓・拡大していくことに
より、市場対応力のある企業として成長を続け、企業価値・株主価値を高めていくこと
を基本方針としております。

② 中長期的な会社の経営戦略、対処すべき課題及び目標とする経営指標
当社グループの主力納入先であるプラスチック成形加工業界は、国内外での激烈な技

術革新と品質・価格競争の中にあります。
当社グループでは、かかる環境下、コア事業におきまして、生産拠点（日本、中国、

東南アジア）及び営業・サービス拠点（日本、中国、台湾、東南アジア、北中米）相互
の連携を強固にし、品質、コスト、納期、アフターサービスでの競争力を一層強化する
ことにより、グローバル化するユーザーニーズへ対応しマーケットシェアの拡大と収益
力の向上を図ってまいります。株主の皆様への還元（配当または自己株式の取得）を充
実させる一方で、高付加価値製品の開発や新規販売分野・地域の拡大、新規事業開発や
戦略投資等にも積極的に経営資源を投下することにより、市場対応力のある企業として
成長を続け、企業価値・株主価値を高めていくことを基本方針としております。中長期
的には、資本コストや株価を意識した経営を進め、グループとして安定的に当期利益
10億円以上、自己資本利益率（ＲＯＥ）８％以上を確保することと、連結配当性向30
％以上を基本として、自己資本配当率（ＤＯＥ）を２％台を維持していくことを目標と
しております。

当連結会計年度においては、利益剰余金の増加と為替換算調整勘定の増加により自己
資本比率（前年度46.4％→52.2％）が上昇しました。これに対し、売上高の減少と販売
費及び一般管理費の増加並びに為替差損の計上等により収益性（売上高当期純利益率：
前年度3.8％→当年度2.8％）が悪化し、自己資本利益率（ＲＯＥ）は4.5％と前連結会
計年度の7.8％と比較して3.3％低下いたしました。配当については、連結配当性向30％
以上を安定して確保する観点から１株当たり年間41.0円（中間配当20.5円、期末配当
20.5円）の配当を実施させていただくことにより、連結配当性向は49.7％、自己資本配
当率（ＤＯＥ）は2.3％（前年度は2.4％）となります。
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また、当社グループは、コーポレート・ガバナンスの強化、コンプライアンスの徹
底、人材の育成と強化等により、経営体質の一層の強化と透明性の向上を図ることを、
経営上の重点課題と位置付けております。なお、コーポレート・ガバナンスの詳細につ
きましては、㈱東京証券取引所に「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」を提出
するとともに、当社ホームページ（https://www.kawata.cc/）に、社是・経営理念、
コーポレート・ガバナンス基本方針、社外役員独立性基準、グループ行動指針、環境理
念と方針、経営方針、中期経営計画等を開示しております。

株主の皆様におかれましては今後とも一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。
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（6）企業集団の主要な事業内容（2025年３月31日現在）
事 業 事業内容 主要製品

プ ラ ス チ ッ ク
製 品 製 造
機 器 事 業

プラスチック材料等の貯蔵、
輸送、混練、計量、乾燥、着
色等の各工程の合理化機器の
自動化システム及び金型の温
度調節機器(金型温度調節機及
び金型冷却機)及び粉砕機、環
境保全関連の各工程の合理化
機器の製造・販売・保守サー
ビス

輸送機（オートローダー）
輸送・計量・混合機（オートカラー）
高速混合機（スーパーミキサー）
金型温度調節機器（ジャストサーモ、ダイナサーモ、ダイナクール）
乾燥機（チャレンジャー）
大型乾燥機
原料受入貯蔵システム
原料自動分配供給システム
原料計量混合システム
プラスチック粉砕機

（7）主要な営業所及び工場並びに従業員の状況（2025年３月31日現在）
① 主要な営業所及び工場
（イ）当社の主要な営業所及び工場
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 大 阪 市 西 区 名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 東 区
大阪第二オフィス 大 阪 市 西 区 大 阪 営 業 所 大 阪 市 西 成 区
仙 台 営 業 所 仙 台 市 太 白 区 広 島 営 業 所 広 島 市 南 区
埼 玉 営 業 所 埼 玉 県 川 口 市 九 州 営 業 所 福 岡 市 博 多 区
東 京 営 業 所 東 京 都 中 央 区 三 田 工 場 兵 庫 県 三 田 市
南 関 東 営 業 所 神 奈 川 県 厚 木 市 東 京 工 場 埼 玉 県 川 口 市
静 岡 営 業 所 静 岡 市 駿 河 区 大 阪 工 場 大 阪 市 西 成 区

（注） 大阪工場の一部は子会社である㈱サーモテックへ賃貸しております。
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（ロ）子会社の主要な事業所
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

カ ワ タ U.S.A. INC. 米 国 イ リ ノ イ 州 カワタマシナリーベトナムC O . , L T D . ベトナム社会主義共和国ハノイ市
カワタマシナリーメキシコS.A. DE C.V. メキシコ合衆国ケレタロ州 川田機械製造（上海）有限公司 中華人民共和国上海市
カワタパシフィックP T E . L T D . シ ン ガ ポ ー ル 国 川田機械香港有限公司 中華人民共和国香港特別行政区
カワタタイランドC O . , L T D . タ イ 国 バ ン コ ク 市 川田國際股份有限公司 中華民国台湾省新竹市
カワタマーケティングS D N . B H D . マレーシア国ネゲリセムビラン州 ㈱ サ ー モ テ ッ ク 大 阪 市 西 成 区
PT.カワタインドネシア インドネシア共和国西ジャワ州 エム・エルエンジニアリング㈱ 静 岡 県 藤 枝 市
PT.カワタマーケティングインドネシア インドネシア共和国ジャカルタ首都特別州 ㈱ レ イ ケ ン 東 京 都 中 央 区

② 従業員の状況
（イ）企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
802名 （減）7名

（ロ）当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

242名 0名 42.3歳 11.9年
（注） 従業員数は就業人員であり、使用人兼務取締役、出向社員（関係会社への出向者10名）、契約社員、パ

ートタイマー及び嘱託再雇用社員は含んでおりません。
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（8）重要な子会社の状況（2025年３月31日現在）
名 称 出資比率 主要な事業内容

カワタU.S.A. INC.
（KAWATA U.S.A. INC.）

（％）
100.0 プラスチック製品製造機器の販売及びサー

ビス業務

カワタマシナリーメキシコS.A. DE C.V.
（KAWATA-MACHINERY MEXICO S.A. DE C.V.） 100.0 プラスチック製品製造機器の販売及びサー

ビス業務
カワタパシフィックPTE. LTD.

（KAWATA PACIFIC PTE. LTD.） 100.0 プラスチック製品製造機器の販売及びサー
ビス業務

カワタタイランドCO., LTD.
（KAWATA（THAILAND）CO., LTD.） 60.0 プラスチック製品製造機器の販売及びサー

ビス業務
カワタマーケティングSDN.BHD.

（KAWATA MARKETING SDN.BHD.） 100.0 プラスチック製品製造機器の販売及びサー
ビス業務

PT. カワタインドネシア
（PT. KAWATA INDONESIA） 100.0 プラスチック製品製造機器の製造及び販売

PT. カワタマーケティングインドネシア
（PT. KAWATA MARKETING INDONESIA） 100.0 プラスチック製品製造機器の販売及びサー

ビス業務
カワタマシナリーベトナムCO., LTD.

（KAWATA MACHINERY（VIETNAM）CO., LTD.） 80.4 プラスチック製品製造機器の販売及びサー
ビス業務

川 田 機 械 製 造 （上 海） 有 限 公 司 100.0 プラスチック製品製造機器の製造、販売及
びサービス業務

川 田 機 械 香 港 有 限 公 司 100.0 プラスチック製品製造機器の販売及びサー
ビス業務

川 田 國 際 股 份 有 限 公 司 100.0 プラスチック製品製造機器の販売及びサー
ビス業務

㈱ サ ー モ テ ッ ク 100.0 金型温度調節機器、水関連機器の製造及び
販売

エ ム ・ エ ル エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱ 100.0 プラスチック製品製造機器の製造、販売及
びサービス業務

㈱ レ イ ケ ン 100.0 金型温度調節機器の販売、水関連機器の製
造、販売及びサービス業務

（注） PT.カワタインドネシアの出資比率は川田機械製造（上海）有限公司の出資に係る間接出資割合10.0％
を、PT.カワタマーケティングインドネシアの出資比率はカワタパシフィックPTE.LTD.の出資に係る
間接出資割合49.0％を、カワタマシナリーベトナムCO.,LTD.の出資比率はカワタタイランド
CO.,LTD.の出資に係る間接出資割合29.4％を、㈱サーモテックの出資比率は㈱レイケンの出資に係る
間接出資割合35.0％を、それぞれ含んでおります。
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（9）主要な借入先及び借入額（2025年３月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,266百万円
㈱ り そ な 銀 行 1,070百万円
㈱ 南 都 銀 行 580百万円
㈱ 清 水 銀 行 482百万円
㈱ 山 陰 合 同 銀 行 458百万円
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２．株式に関する事項（2025年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 20,000,000株

（2）発行済株式の総数 7,210,000株（自己株式128,308株）

（3）株 主 数 9,123名

（4）大 株 主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

カ ワ タ 共 伸 会 523千株 7.38％
カ ワ タ 従 業 員 持 株 会 253 3.58
㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 227 3.20
松 井 証 券 ㈱ 130 1.84
島 根 良 明 114 1.61
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 110 1.56
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 110 1.55
大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 ㈱ 110 1.55
日 本 シ ス テ ム コ ン ト ロ ー ル ㈱ 109 1.54
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱
（役 員 報 酬 Ｂ Ｉ Ｐ 信 託 口 ・７６５４１ 口） 100 1.42

（注）1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 当社は、自己株式を128,308株所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
3. 持株比率は自己株式（128,308株）を控除して計算しております。なお、当社は信託型株式報酬制

度を導入しており、日本マスタートラスト信託銀行㈱（役員報酬ＢＩＰ信託口・76541口）が当社
株式を100,659株を取得しておりますが、当該自己株式に含めておりません。

4. 持株比率のパーセントは、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度におきましては、株式報酬の交付対象となる取締役等の退任がなかったため、

交付した株式報酬はありません。
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３．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（2025年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 白 石 亙

グループ経営担当
（管 理）
執 行 役 員
管 理 部 門 統 括

カワタU.S.A. INC. 代表取締役社長
川田機械製造（上海）有限公司 董事長

取 締 役 白 井 英 徳
グループ経営担当
（製 造 ・ 開 発）
執 行 役 員
品質保証部門統括

川田國際股份有限公司 董事長

取 締 役 木 水 均
グループ経営担当
（営業・サービス）
執 行 役 員
国内営業部門統括

取 締 役 橋 本 敏 郎
グループ経営担当
（経営企画・事業企画）
執 行 役 員
国内サービス部門統括

取 締 役
（常勤監査等委員）
（独 立 役 員）

田 端 久 和

取 締 役 （社 外）
（監 査 等 委 員）
（独 立 役 員）

佐々木 清 一 梅田中央法律事務所 代表弁護士

取 締 役 （社 外）
（監 査 等 委 員）
（独 立 役 員）

玉 置 繁 之 玉置公認会計士事務所 公認会計士

（注）1. 取締役（監査等委員）田端久和、佐々木清一及び玉置繁之の各氏は、社外取締役であります。
2. 取締役（監査等委員）玉置繁之氏は公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。
3. 当社は、執行役員制度を導入しており、2025年３月31日現在の執行役員は9名（うち、取締役との

兼務者は4名）であります。
4. 当社は、取締役からの情報収集、取締役会をはじめとする重要会議の出席、内部監査部門との連携

強化など、監査等委員会の監査・監督機能の実効性を高めるため、田端久和氏を常勤の監査等委員
に選定しております。
なお、監査等委員会の体制は、次のとおりであります。
委員長 田端久和氏、委員 佐々木清一、玉置繁之の両氏

5. 当社は、取締役（監査等委員）田端久和、佐々木清一及び玉置繁之の各氏全員を、当社の「社外役
員独立性基準」に基づき、㈱東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
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6. 当社の社外役員の独立性基準は、株主総会参考書類の第３号議案「監査等委員である取締役１名選
任の件」（注）５.（10ページ）に記載のとおりであります。

7. 当事業年度末日後に生じた取締役の地位及び担当の異動は、次のとおりであります。

氏 名
地位及び担当の状況

異動年月日
変 更 後 変 更 前

白 石 亙 代表取締役 取締役社長
グループ経営担当（管理）

代表取締役 取締役社長
グループ経営担当（管理）
執行役員 管理部門統括

2025年4月1日

橋 本 敏 郎
取締役
グループ経営担当（営業・サービス・事業企画）
執行役員 営業企画部門統括
兼 営業企画管理部長

取締役
グループ経営担当（経営企画・事業企画)
執行役員 国内サービス部門統括

2025年4月1日

木 水 均 取締役
社長特命事項担当

取締役
グループ経営担当（営業・サービス）
執行役員 国内営業部門統括

2025年4月1日

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、取締役（監査等委員）田端久和、

佐々木清一及び玉置繁之の各氏との間で、それぞれ同法第423条第１項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定す
る額としております。
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（3）取締役の報酬等
①当事業年度に係る取締役の報酬等の額

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の人数（名）と総額（千円）
固定報酬 業績連動報酬

金銭報酬 非金銭報酬
基本報酬 賞 与 信託型株式報酬

人数 総額 人数 総額 人数 総額

取 締 役
（監査等委員を除く） 53,460 4 30,840 4 11,880 4 10,740

う ち、 社 外 取 締 役 − − − − − − −

取 締 役
（監 査 等 委 員） 29,046 6 29,046 − − − −

うち、社外取締役（監査等委員） 29,046 6 29,046 − − − −
計 82,506 10 59,886 4 11,880 4 10,740

（注）1. 上記の賞与の額は、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額を記載しております。
2. 上記の信託型株式報酬の額は、当事業年度に係る役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託にお

ける役員株式給付引当金繰入額を記載しております。
3. 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人部分における基本報酬として3名31,680千円、業績連動報

酬（賞与）として3名9,430千円を支払っております。
②役員報酬の方針等
（イ）役員報酬の決定方針

当社は役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針を定めており、そ
の内容は次のとおりであります。

・役員報酬に対する「透明性」「公正性」「客観性」を確保しております。
・役員報酬の年額については、監査等委員でない取締役と監査等委員である取締役

とを区別して株主総会において総額の限度額を決定しております。
・監査等委員でない取締役については、役員報酬の一部を業績連動とすることによ

り、業績向上に対するインセンティブを強化しております。
・個別の報酬等の額を決定する場合には、各々の職位等を勘案した内規に基づき、

適切な比較対象となる他社の報酬等の水準や第三者による国内企業経営者の報酬
に関する調査等を参照しつつ、報酬等の額の適正性を判断しております。この場
合、当社における他の役職員の報酬等及び当社グループ内における他の会社の役
職員の報酬等の水準等も考慮しております。

・全ての取締役は、役員持株会に任意で入退会をすることができ、入会者は月額報
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酬のうち一定額を拠出し、当社株式の取得に充当することにより報酬の一部が中
長期的なインセンティブに繋がるようにしております。

役員報酬の方針は、当社の「コーポレート・ガバナンス基本方針」において規定し
ております。「コーポレート・ガバナンス基本方針」は、当社取締役会の決議をもって
制定及び改訂をしており、当社ホームページに掲載しております。

（ロ）役員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2020年６月25日開催の第71期定時

株主総会において、年額200,000千円以内と決議いただいております。なお、当該決
議にかかる取締役の員数は４名であります。

また、上記報酬等とは別に、社外取締役、監査等委員である取締役及び国内非居住
者を除く当社の取締役に対する信託型株式報酬制度にかかる報酬限度額は、2020年６
月25日開催の第71期定時株主総会において、2021年３月31日で終了する事業年度か
ら連続する３事業年度（信託期間の延長が行われた場合には、以降の各３事業年度）
を対象として、120,000千円と決議いただいており、当該決議にかかる取締役の員数
は３名であります。

取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第67期定時株主総
会において、年額60,000千円以内と決議いただいております。なお、当該決議にかか
る取締役（監査等委員）の員数は４名であります。

（ハ）役員報酬の決定方法及び当事業年度にかかる取締役の個別報酬等の内容が当該方針
に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役の個別報酬等の額につきましては、最高経営責任者（代表取締役社長）、監査

等委員である取締役及び独立社外取締役にて審議を行った後、取締役会にて決議いた
しております。また、取締役会への上程にあたっては、監査等委員である取締役及び
独立社外取締役との事前協議の場を設け記録を残すとともに、その意見を十分に尊重
することといたしております。

以上のことから、取締役会は取締役の個別報酬等の内容について決定方針に沿うも
のであると判断しております。

（ニ）報酬構成と業績指標を選択した理由
監査等委員でない取締役の報酬は、持続的な成長に向けた健全なインセンティブの

一つとして機能するよう、定額の固定報酬の他に、業績評価を反映した業績連動報酬
（賞与）と業績連動型株式報酬（信託型株式報酬）にて構成しております。また、監査
等委員である取締役の報酬は、内規に基づく定額報酬のみで構成しており、その報酬
額は、監査等委員である取締役の役割・職務の内容を勘案し、監査等委員会での協議
により決定いたします。
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業績連動報酬（賞与）は、連結売上高、連結経常利益それぞれの達成率及び前期増
減率に加えて、管掌ごとの目標達成率に定性評価を加味しており、具体的な割合は下
記のとおりであります。これらの指標を組み合わせることにより、取締役の単年度の
成果を多角的に評価できると考えております。

役 位 連結売上高、連結経常利益それぞれの
達成率及び前期増減率に係る割合

管掌ごとの目標達成率
（含 定性評価）に係る割合

代表取締役 100％ ―
取 締 役 60％ 40％

業績連動型株式報酬（信託型株式報酬）は、連結経常利益率、連結ＲＯＥ（自己資
本利益率）、連結ＥＰＳ（１株当たり純利益）の当該年度までの３年平均の目標値に対
する達成度に応じ決定し、それぞれの評価割合は40：30：30としております。また、
業績連動係数の変動幅は、０％〜150％としております。これらの指標を組み合わせ
ることにより、取締役の中長期的な視点に基づいた業績の向上と企業価値の増大への
貢献度を評価できると考えております。

（ホ）業績連動報酬等の算定に用いた業績指標の実績値
報酬区分 業績指標 実 績 値

業 績 連 動 報 酬
（賞 与）

連 結 売 上 高 達 成 率 94.0％
連 結 経 常 利 益 達 成 率 156.6％
連結売上高前期増減率 84.8％
連結経常利益前期増減率 73.1％

業 績 連 動 型 株 式 報 酬
（信 託 型 株 式 報 酬）

連結経常利益率達成率（３年平均） 100.5％
連結ＲＯＥ達成率（３年平均） 64.0％
連結ＥＰＳ達成率（３年平均） 49.3％

（注）1. 業績連動報酬（賞与）につきましては、上記の業績指標のほか、管掌ごとの目標達成率
に定性評価を加味して支給額を算定しております。

2. 業績連動型株式報酬（信託型株式報酬）における業績指標は３事業年度の平均で算定し
ております。

（ヘ）業績連動型株式報酬の内容
当社は、2020年６月25日開催の第71期定時株主総会における決議に基づき、社外

取締役、監査等委員である取締役及び国内非居住者を除く当社の取締役に対して、信
託型株式報酬制度を導入しております。本制度は、役員報酬ＢＩＰ（Board
Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用しており、当社が拠出する取締役の報
酬額を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当該信託を通じて取締役に当社
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株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭の交付及び給付を行う株式報酬制度です。
なお、交付及び給付の時期は、取締役の退任時としております。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役等が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにする

ために、当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員及び管理職の地位にある従業員を被保
険者として、役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契約では、被保険者で
ある取締役等がその職務の遂行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及にかかる請
求を受けることによって生ずることのある損害について填補することとされています。ただ
し、法律違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されない
など、一定の免責事由があります。保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており、被保
険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約には免責額の定めを設けており、当
該免責額までの損害については填補の対象としないこととされています。なお、当社は毎年
11月１日に当該保険契約を更新しております。
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（5）各社外役員の主な活動状況と役割
区 分 氏 名 主な活動状況と役割

取 締 役
（常勤監査等委員） 田 端 久 和

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席（出席率100.0
％）、監査等委員会13回全てに出席（出席率100.0％）し、主に事業会社
の経営管理、財務及び会計に関する経験・見識から適宜発言及び助言があ
り、当社が社外取締役として期待する独立した客観的な立場から経営陣の
監督に務めており、その役割を果たしております。

取 締 役
（監 査 等 委 員） 佐々木 清 一

当該事業年度のうち、2024年6月26日開催の第75期定時株主総会をもっ
て就任して以降、当事業年度に開催された取締役会10回すべてに出席（出
席率100.0％）、監査等委員会10回全てに出席（出席率100.0％）し、主に
弁護士としての専門的見地から適宜発言及び助言があり、当社が社外取締
役として期待する独立した客観的な立場から経営陣の監督に努めており、
その役割を果たしております。

取 締 役
（監 査 等 委 員） 玉 置 繁 之

当該事業年度のうち、2024年6月26日開催の第75期定時株主総会をもっ
て就任して以降、当事業年度に開催された取締役会10回すべてに出席（出
席率100.0％）、監査等委員会10回全てに出席（出席率100.0％）し、主に
公認会計士としての専門的見地から適宜発言及び助言があり、当社が社外
取締役として期待する独立した客観的な立場から経営陣の監督に努めてお
り、その役割を果たしております。

（6）取締役会の実効性評価
当社は、取締役会の更なる実効性向上を図るため、取締役会の実効性評価アンケートを実

施し、分析・評価を行っております。主な評価項目は以下のとおりであります。
①取締役会の構成（全体の員数、多様性、独立社外取締役の員数）
②取締役会の運営方法（資料配布時期、開催頻度、取締役のトレーニング、事務局体制）
③取締役会の議題・議事進行（付議事項の範囲、審議時間の確保、議論の質、社外役員の

知見の活用）
④社外役員に対する情報提供（社外役員への適時適切な情報提供）
当該アンケートの結果につきましては、取締役会において評価・分析を実施し、取締役会

の更なる実効性向上につなげてまいります。
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４．会計監査人に関する事項
（1）名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）会計監査人に対する報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 44,575千円
② 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 −千円
③ 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 44,575千円
（注）1. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査報酬

とを区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載してお
ります。

2. 監査等委員会は、当該事業年度の監査計画に係る監査日数・配員計画等から見積もられた報酬額に
関する会計監査人の説明をもとに、前年実績の評価を踏まえ算定根拠等について確認し、その内容
は妥当であると判断したため、会社法第399条第１項の同意を行っております。

3. 当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けておりま
す。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合、また監査の適正性をより高

めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合には、会計監査人の解任または
不再任に関する株主総会の議案の内容を決定することとします。

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、
監査等委員会は監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会
計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容及び運用状況
の概要

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるために、取締役会は企業統治を一層

強化する観点から、実効性ある内部統制システムの構築と会社による全体としての法令定款
遵守の体制の確立に努める。また、監査等委員会はこの内部統制システムの有効性と機能を
監査し、課題の早期発見と是正に努めることとする。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、取締役会議事録、決裁後の稟議書など重要な意思決定の記録については、「文

書管理規程」及び「稟議規程」などの社内規程に則り作成、保存し管理する。各取締役の要
求があるときは、これを閲覧に供する。

（3）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１）企業経営に対する重大なリスクに適切かつ迅速に対応するためにリスク審査委員会を編

成し、リスク情報の収集と分析を行う。あわせて、その予防と緊急時の対応策を整備
し、当社グループ全体のリスクを統括的に管理する。また、緊急事態が発生した際の対
応については、その連絡体制・行動指針などを明確にする。

２）当社の内部監査部門が子会社のリスク管理の状況について監査を行う。

（4）取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締

役会を月１回定期的に開催するほか、販売会議、業績検討会議を月１回開催するものと
する。

２）取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権
限規程」において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めるも
のとする。

３）経営企画担当部署は、中期経営計画及び年度事業計画を立案し、全社的な目標を設定
し、取締役会にて決定する。取締役社長は、各部門より業績のレビューと改善策を業績
検討会議にて報告させ、具体的な施策を実施させるものとする。
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（5）次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制

イ 子会社の取締役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき者その
他これらの者に相当する者（ロ及びハにおいて「取締役等」という。）の職務の執行に
係る事項の当社への報告に関する体制

「関係会社管理規程」を定め、同規程に基づく当社への決裁・報告制度によりグルー
プ各社の経営管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行うものとする。

ロ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１）カワタ経営理念に基づき、グループの中期経営計画及び年度計画を策定する。
２）関係会社主管者会議を定期的に開催し、グループ全体の経営の基本戦略の策定を行

う。
ハ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
１）グループ全体に適用される「グループ行動指針」を策定し、当社グループ各社におけ

るコンプライアンス経営の推進を支援する。
２）当社の監査・内部統制室が当社グループ子会社の内部監査を行い、内部統制の整備を

支援する。

（6）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項
監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当社の使用人を

任命する。また、重要事項については、監査・内部統制室が、適宜、監査等委員会の補助体
制をとることとする。

（7）監査等委員会の（6）の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項

１）当社の使用人については、その独立性を確保するために、任命及び解任並びに人事異動
については、監査等委員会の同意を必要とするとともに、当該使用人の評価・懲戒に関
する決定は、監査等委員会と事前に協議したうえで、取締役社長がこれを決定する。

２）当社の使用人の選任については、監査等委員である取締役の指揮命令に基づき監査機能
の一翼を担う重要な役割を果たすことに鑑み、その経験・知見・行動力を十分に考慮す
る。
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（8）次に掲げる体制その他の監査等委員である取締役への報告に関する体制
イ 監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告をするための体制

１）監査等委員でない取締役が報告すべき事項及びその体制
法令、定款に違反するおそれのある場合、会社に著しい損害をおよぼすおそれのある
事実を発見した場合は、当該事実に関する事項を監査等委員会に報告するものとす
る。また、法令の定めに従い、監査等委員である取締役は取締役会及び重要な会議に
出席する。

２）使用人が報告すべき事項及びその体制
「企業倫理ヘルプラインに関する規程」により、法令違反行為等に関する相談または
通報の適正な処理の仕組みを定め、不正行為等の早期発見と是正、通報者の保護を図
る。重大な法令違反、社内規程違反あるいは社会通念に反する行為等があった際は、
遅滞なく取締役会及び監査等委員である取締役に報告する。

ロ 子会社の取締役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき者その
他これらの者に相当する者及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監
査等委員である取締役に報告をするための体制

１）子会社にて重大なコンプライアンス違反等の通報があった場合は、監査等委員である
取締役に報告し、調査結果及び是正結果を監査等委員会に報告する。

２）当社の内部監査部門が当社グループ子会社の内部監査を行い、内部監査結果を監査等
委員会に報告する。

（9）監査等委員である取締役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を受けないことを確保するための体制
監査等委員である取締役へ報告をした者及びその内容については厳重な情報管理体制を整

備するとともに、報告を行った者が当該報告をしたことを理由として、解雇、降格、減給、
不利益な配置転換、報復措置等、当該事実をもって不利益な取扱いを行うことを禁止し、そ
の旨を当社グループの役職員に周知徹底することとする。
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（10）監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その
他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

１）取締役会は監査等委員会による監査に協力し、監査にかかる費用については、予算を措
置する。

２）監査等委員会は弁護士、公認会計士に相談や助言を求める、またはその他の社外の専門
家に対して事務の委託や調査を求めることができ、その費用は会社が負担するものとす
る。

（11）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は職務の遂行に必要と判断したときは、前項の定めのない事項においても取

締役及び使用人並びに会計監査人に対して報告を求めることができることとする。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
当社の当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとお

りであります。
（１）取締役会を月１回定期的に開催するほか、販売会議、業績検討会議を月１回開催し、

予算実績の分析・評価・対策を具体的に検討するとともに、法令・定款等への適合性
及び業務の適正性の観点から審議いたしました。

（２）監査等委員会を月１回定期的に開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、取締役会
のほか、重要な会議への出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監
査、法令・定款の遵守について監査をいたしました。

（３）当社の役職員が守らなければならない基本原則である「行動指針」を、経営方針発表
会にて配布・徹底を行っております。また、「グループ行動指針」を当社ホームペー
ジに開示し、監査・内部統制室による内部監査、自己監査にて海外を含めたグループ
会社の運用状況の確認及び指導を行いました。

（４）リスク審査委員会を月１回開催し、「リスクマネジメント基本規程」に基づき、リス
ク分析、各種リスクの管理状況の確認、改善等の審議を行い、取締役会に報告いたし
ました。

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制として、
「関係会社管理規程」にて定められた協議事項、報告事項の審議を行い、当社より関
係会社に助言、勧告、調整または指導を行いました。

2025年05月22日 13時27分 $FOLDER; 59ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 59 ―

６．株式会社の支配に関する基本方針に関する事項
（1）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねております。従って、当社は、当社経
営の支配権の移転を伴うような買付提案等に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体
の自由な意思に基づき行われるべきものと考えます。

当社の企業価値・株主共同の利益の向上に資するものであれば、当社の株式を大量に取得
し当社の経営に関与しようとする買付を否定するものではありませんが、当社株式の買付等
の提案を受けた場合に、それが当社の企業価値・株主共同の利益に影響を及ぼすか否かにつ
き当社株主の皆様が適切に判断されるためには、当社株式の買付等提案をした者による買付
後の当社の企業価値・株主共同の利益の向上に向けた取組み等について当社株主の皆様に十
分に把握していただく必要があると考えます。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、会社や株主に対して買
付に係る提案内容や代替案等を検討するための充分な時間や情報を提供しないもの、買付目
的や買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうことが明白であ
るもの、買付に応じることを株主に強要するような仕組みを有するもの、買付条件が会社の
有する本来の企業価値・株主共同の利益に照らして不十分または不適切であるもの等、当社
の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。

当社は、このような企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買
付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当で
ないと考えます。

（2）基本方針の実現に資する特別な取組み
「会社の経営の基本方針」につきましては「１．企業集団の現況に関する事項（5）対処

すべき課題 ①会社の経営の基本方針」（38ページ）に、「中長期的な会社の経営戦略、対処
すべき課題及び目標とする経営指標」につきましては「１．企業集団の現況に関する事項

（5）対処すべき課題 ②中長期的な会社の経営戦略、対処すべき課題及び目標とする経営指
標」（40ページ）に、それぞれ記載のとおりであります。
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（3）基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ
とを防止するための取組み
当社は、2022年５月11日の当社取締役会において、当社株式の大量取得行為に関する対

応策（以下、「本プラン」といいます。）を、株主総会において株主の皆様からご承認を受け
ることを条件として継続することを決議し、2022年６月28日開催の当社第73期定時株主総
会において、本プランを継続することの承認を得ております。

本プランは、当社株式に対する買付が行われた際、買付に応じるべきか否かを株主の皆様
が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保した
り、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とするものであり、また、上記基
本方針に反し、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止し、当社の企業価
値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としています。

本プランは、（ⅰ）当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％
以上となる買付等、（ⅱ）当社が発行者である株式等について、公開買付に係る株式等の株
式等所有割合及びその特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付（以
下、「買付等」と総称します。）を対象とします。

当社の株式等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、当社取締
役会が別段の定めをした場合を除き、買付者等の買付内容の検討に必要な情報及び本プラン
に定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付
者等から提出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案

（もしあれば）が、当社経営陣から独立した者（現時点においては社外取締役２名及び社外
有識者１名）から構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。
独立委員会は、必要があれば、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の評価・検
討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との交渉、株主に対する情報開示等を
行います。

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、または当該
買付等の内容の検討、買付者等との協議・交渉の結果、買付者等による買付等が当社の企業
価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等であるなど、本プ
ランに定める要件のいずれかに該当し新株予約権の無償割当てを実施することが相当である
と判断した場合には、独立委員会規程に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割
当てを実施することを勧告します。

当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施
または不実施の決議を行うものとします。当社取締役会は、上記決議を行った場合速やか
に、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行いま
す。
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本プランの有効期間は、2025年６月開催予定の定時株主総会の終結の時までです。ただ
し、当該有効期間の満了前であっても、（ⅰ）当社の株主総会において本プランを廃止する
旨の決議が行われた場合、または、（ⅱ）当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議
が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになります。

本プラン導入後であっても、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主及び
投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、
新株予約権の無償割当てが実施された場合、株主の皆様が、新株予約権行使の手続きを行わ
ないと、その保有する株式が希釈化される場合があります（ただし、当社が当社株式を対価
として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。）。

（4）具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
前記（2）に記載した当社の中長期的な企業価値向上のための取組みは、当社の企業価

値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたも
のであり、当社の基本方針に沿うものです。

また、本プランは、前記（3）に記載のとおり当社の企業価値・株主共同の利益を確保・
向上させる目的をもって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本
プランは、株主総会において株主の承認を得たうえで導入されたものであること、その内容
として独立性の高い者のみから構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に
際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費
用で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、合理的な客観的発動要件が
設定されていること、有効期間が最長約３年と定められたうえ、取締役会により何時でも廃
止できるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理
性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位
の維持を目的とするものではありません。

（注） 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

18,524,916
6,866,390
6,916,623

749,164
763,244
867,461

1,975,576
438,376

△51,920
6,779,450
5,343,357
3,110,985

337,638
1,658,801

85,975
27,470

122,485
649,732
649,732
786,361
479,421
104,855
203,279

△1,194

流 動 負 債 7,482,790
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,114,691
短 期 借 入 金 3,004,056
リ ー ス 債 務 53,962
未 払 法 人 税 等 242,569
契 約 負 債 872,633
製 品 保 証 引 当 金 97,971
役 員 賞 与 引 当 金 44,956
そ の 他 1,051,950

固 定 負 債 4,341,460
長 期 借 入 金 3,006,240
リ ー ス 債 務 46,531
繰 延 税 金 負 債 88,671
役 員 株 式 給 付 引 当 金 39,840
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,126,877
そ の 他 33,300

負 債 合 計 11,824,251
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 11,654,488
資 本 金 977,142
資 本 剰 余 金 1,069,391
利 益 剰 余 金 9,737,454
自 己 株 式 △129,500

その他の包括利益累計額 1,562,086
その他有価証券評価差額金 232,433
為 替 換 算 調 整 勘 定 1,329,652

非 支 配 株 主 持 分 263,541
純 資 産 合 計 13,480,115

資 産 合 計 25,304,366 負債及び純資産合計 25,304,366
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連 結 損 益 計 算 書

(2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 20,766,991
売 上 原 価 14,512,197
売 上 総 利 益 6,254,794
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,270,353
営 業 利 益 984,440
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 37,907
補 助 金 収 入 58,353
増 値 税 還 付 金 37,016
そ の 他 23,823 157,101

営 業 外 費 用
支 払 利 息 57,973
為 替 差 損 38,394
資 金 調 達 費 用 7,237
そ の 他 4,129 107,734

経 常 利 益 1,033,808
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 22,209 22,209
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 6,967
会 員 権 評 価 損 1,032
減 損 損 失 5,320 13,320

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,042,697
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 460,656
法 人 税 等 調 整 額 1,532 462,189
当 期 純 利 益 580,508
非支配株主に帰属する当期純利益 4,373
親会社株主に帰属する当期純利益 576,134
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 7,047,858 流 動 負 債

買 掛 金
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
契 約 負 債
預 り 金
製 品 保 証 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金

固 定 負 債
長 期 借 入 金
長 期 預 り 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役 員 株 式 給 付 引 当 金

3,472,152
1,072,204
1,674,000

13,954
79,090

314,238
150,766
82,311
15,608
11,222
46,875
11,880

2,840,937
2,384,000

65,880
25,660

325,557
39,840

現 金 及 び 預 金 1,649,352
受 取 手 形 1,330,621
売 掛 金 2,155,253
契 約 資 産 696,857
製 品 37,455
材 料 648,514
仕 掛 品 504,001
前 払 費 用 19,003
そ の 他 6,797

固 定 資 産 6,170,135
有 形 固 定 資 産 2,789,295

建 物 1,180,394
構 築 物 19,948
機 械 装 置 154,879
車 両 運 搬 具 0
工 具 器 具 備 品 44,544
土 地 1,327,306
リ ー ス 資 産 39,614
建 設 仮 勘 定 22,607 負 債 合 計 6,313,089

無 形 固 定 資 産 40,296 （純 資 産 の 部）
ソ フ ト ウ エ ア 39,306 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

土 地 圧 縮 積 立 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

6,679,214
977,142

1,069,391
1,069,391
4,762,181

128,660
4,633,521

57,122
1,840,000
2,736,398
△129,500
225,689
225,689

施 設 利 用 権 880
特 許 権 等 109

投 資 そ の 他 の 資 産 3,340,543
投 資 有 価 証 券 425,130
関 係 会 社 株 式 1,317,756
関 係 会 社 出 資 金 706,428
従 業 員 長 期 貸 付 金 2,900
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,284,500
長 期 前 払 費 用 2,493
繰 延 税 金 資 産 125,153
積 立 保 険 金 65,324
会 員 権 1,110
差 入 保 証 金 41,581
貸 倒 引 当 金 △632,009
破 産 更 生 債 権 等 176 純 資 産 合 計 6,904,904

資 産 合 計 13,217,994 負債及び純資産合計 13,217,994
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損 益 計 算 書

(2024
2025

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 9,331,676
売 上 原 価 7,098,596
売 上 総 利 益 2,233,079
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,777,945
営 業 利 益 455,133
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 446,580
固 定 資 産 賃 貸 料 70,598
そ の 他 19,313 536,492

営 業 外 費 用
支 払 利 息 31,409
為 替 差 損 4,216
コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 7,237
固 定 資 産 賃 貸 費 用 28,045
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 112,708
そ の 他 1,174 184,792

経 常 利 益 806,833
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 652 652
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 44
会 員 権 評 価 損 1,032 1,077

税 引 前 当 期 純 利 益 806,408
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 190,074
法 人 税 等 調 整 額 △22,892 167,182
当 期 純 利 益 639,226
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20 エレベータ

第76期定時株主総会会場ご案内図
大阪市北区梅田３丁目１番１号 ホテルグランヴィア大阪20階「鳳凰」

ＴＥＬ ０６−６３４４−１２３５（代表）

株主総会にご来場の株主様へのお土産のご提供は、行っておりません。
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